[bookmark: _Hlk233204138]高等 (こうとう)学校 (がっこう)等 (とう)就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)を受 (う)けるための手続 (てつづ)き

高等 (こうとう)学校 (がっこう)等 (とう)就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)（以下 (いか)、「就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)」といいます。）は、次 (つぎ)の要件 (ようけん)に当 (あ)てはまる生徒 (せいと)の授業 (じゅぎょう)料 (りょう)を、国 (くに)が生徒 (せいと)に代 (か)わって負担 (ふたん)するものです。貸与 (たいよ)型 (がた)の奨学 (しょうがく)金 (きん)とは違 (ちが)い、返済 (へんさい)の必要 (ひつよう)はありません。全学年 (ぜんがくねん)で４月 (がつ)に手続 (てつづ)きが必要 (ひつよう)です。
	支給 (しきゅう)対象 (たいしょう)となる要件 (ようけん)
○　次 (つぎ)の①～⑦のいずれかに該当 (がいとう)する必要 (ひつよう)があります。
① 日本 (にほん)国籍 (こくせき)を有 (ゆう)する者 (もの)　 ② 特別 (とくべつ)永住者 (えいじゅうしゃ)　③ 永住者 (えいじゅうしゃ)　④ 日本人 (にほんじん)の配偶者 (はいぐうしゃ)等 (とう)　
⑤ 永住者 (えいじゅうしゃ)の配偶者 (はいぐうしゃ)等 (とう)　⑥ 定住者 (ていじゅうしゃ)のうち将来 (しょうらい)永住 (えいじゅう)する意思 (いし)があると認 (みと)められた者 (もの)　
⑦ 家族 (かぞく)滞在 (たいざい)のうち小学校 (しょうがっこう)及 (およ)び中学校 (ちゅうがっこう)を卒業 (そつぎょう)した者 (もの)であって、高校 (こうこう)等 (とう)卒業後 (そつぎょうご)、日本 (にほん)で就労 (しゅうろう)して定着 (ていちゃく)する意思 (いし)があると認 (みと)められた者 (もの)
※上記 (じょうき)①～⑦に当 (あ)てはまらない外 (がい)国籍 (こくせき)の生徒 (せいと)等 (とう)についても、授業料 (じゅぎょうりょう)の支援 (しえん)制度 (せいど)があります。
詳 (くわ)しくは、「高等 (こうとう)学校 (がっこう)等 (とう)就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)で対象外 (たいしょうがい)になった場合 (ばあい)の手続 (てつづ)き」をご覧 (らん)ください。
○　日本 (にほん)国内 (こくない)に住所 (じゅうしょ)を有 (ゆう)する者 (もの)
○　高校 (こうこう)等 (とう)を卒業 (そつぎょう)または修了 (しゅうりょう)したことがない者 (もの)
○　高等学校等 (こうとうがっこうとう)に在学 (ざいがく)した期間 (きかん)が通算 (つうさん)で36月 (つき)を超 (こ)えていないこと
定時制 (ていじせい)・通信制 (つうしんせい)の課程 (かてい)の場合 (ばあい)は48月 (つき)です。国立 (こくりつ)・公立 (こうりつ)・私立 (しりつ)を問 (と)いません。



期限内 (きげんない)に申請 (しんせい)しなかった場合 (ばあい)や、支給 (しきゅう)対象 (たいしょう)とならなかった場合 (ばあい)には、授業料 (じゅぎょうりょう)を支払 (しはら)う必要 (ひつよう)があります。授業料 (じゅぎょうりょう)は、4期 (き)に分 (わ)けて納 (おさ)めていただきます。金額 (きんがく)は年額 (ねんがく)で全日制 (ぜんにちせい)118,800円 (えん)、定時制 (ていじせい)で32,400円 (えん)、通信制 (つうしんせい)は1単位 (たんい)あたり330円 (えん)です。就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)の受給 (じゅきゅう)には審査 (しんさ)があります。４月 (がつ)の申請 (しんせい)に対 (たい)する審査 (しんさ)結果 (けっか)は、９月 (がつ)（予定 (よてい)）に学校 (がっこう)を通 (つう)じてお知 (し)らせします。




	申請 (しんせい)について
オンライン (おんらいん)での申請 (しんせい)により、期限内 (きげんない)に申請 (しんせい)してください。
※オンライン (おんらいん)での申請 (しんせい)が難 (むずか)しい場合 (ばあい)は、紙 (かみ)での申請 (しんせい)も可能 (かのう)です。紙 (かみ)での申請 (しんせい)を希望 (きぼう)される場合 (ばあい)は、お通 (かよ)いの学校 (がっこう)事務室 (じむしつ)にお問合 (といあわ)せください。

＜オンライン (おんらいん)申請 (しんせい)＞
学校 (がっこう)事務室 (じむしつ)から配付 (はいふ)するログイン (ろぐいん)ID通知書 (つうちしょ)に記載 (きさい)のIDとパスワード (ぱすわーど)で、「高等 (こうとう)学校 (がっこう)等 (とう)就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)オンライン (おんらいん)申請 (しんせい)システム (しすてむ)」にログイン (ろぐいん)して申請 (しんせい)します。画面 (がめん)の指示 (しじ)や、ログイン (ろぐいん)ID通知書 (つうちしょ)と一緒 (いっしょ)に配付 (はいふ)する操作 (そうさ)マニュアル (まにゅある)に従 (したが)って申請 (しんせい)してください。


国籍 (こくせき)や在留 (ざいりゅう)資格 (しかく)等 (とう)に変更 (へんこう)があった場合 (ばあい)は、お通 (かよ)いの学校 (がっこう)事務室 (じむしつ)へ報告 (ほうこく)してください。

高等 (こうとう)学校 (がっこう)等 (とう)就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)で対象外 (たいしょうがい)になった場合 (ばあい)の手続 (てつづ)き

就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)に申請 (しんせい)した結果 (けっか)、対象外 (たいしょうがい)となった生徒 (せいと)については、下記 (かき)の支援 (しえん)制度 (せいど)で認定 (にんてい)となった場合 (ばあい)、同様 (どうよう)の支援 (しえん)を受 (う)けることが可能 (かのう)です。学年 (がくねん)、世帯 (せたい)年収 (ねんしゅう)によって対象 (たいしょう)となる制度 (せいど)が異 (こと)なります。次 (つぎ)の表 (ひょう)をご覧 (らん)ください。
	
	世帯 (せたい)年収 (ねんしゅう)約 (やく)910万円 (まんえん)未満 (みまん)
	世帯 (せたい)年収 (ねんしゅう)約 (やく)910万円 (まんえん)以上 (いじょう)

	新入生 (しんにゅうせい)（留学生 (りゅうがくせい)除 (のぞ)く）
	高校 (こうこう)生新 (せいしん)修学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)
	大阪府 (おおさかふ)授業料 (じゅぎょうりょう)支援 (しえん)金 (きん)

	在校生 (ざいこうせい)（留学生 (りゅうがくせい)含 (ふく)む）
	就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)（旧制度 (きゅうせいど)）
	高校 (こうこう)生新 (せいしん)修学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)



	申請 (しんせい)について
○新入生 (しんにゅうせい)の場合 (ばあい)（留学生 (りゅうがくせい)除 (のぞ)く）
就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)の不認定 (ふにんてい)通知 (つうち)と併 (あわ)せて、高校 (こうこう)生新 (せいしん)修学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)の申請書 (しんせいしょ)（４月 (がつ)～６月 (がつ)の分 (ぶん)、７月 (がつ)～翌年 (よくねん)６月 (がつ)の分 (ぶん)）を配付 (はいふ)します。紙 (かみ)での申請 (しんせい)により、期限内 (きげんない)に申請 (しんせい)してください。
世帯 (せたい)年収 (ねんしゅう)が約 (やく)910万円 (まんえん)以上 (いじょう)で不認定 (ふにんてい)になった場合 (ばあい)、12月 (がつ)頃 (ころ)に大阪府 (おおさかふ)授業料 (じゅぎょうりょう)支援 (しえん)金 (きん)の申請書 (しんせいしょ)を１枚 (まい)（４月 (がつ)～翌年 (よくねん)３月 (がつ)の分 (ぶん)）配付 (はいふ)します。同様 (どうよう)に紙 (かみ)で申請 (しんせい)してください。
○在校生 (ざいこうせい)（留学生 (りゅうがくせい)含 (ふく)む）の場合 (ばあい)
就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)の不認定 (ふにんてい)通知 (つうち)と併 (あわ)せて、就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)（旧制度 (きゅうせいど)）の申請書 (しんせいしょ)（４月 (がつ)～６月 (がつ)の分 (ぶん)、７月 (がつ)～翌年 (よくねん)６月 (がつ)の分 (ぶん)）と、高校 (こうこう)生新 (せいしん)修学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)の申請書 (しんせいしょ)（４月 (がつ)～６月 (がつ)の分 (ぶん)、７月 (がつ)～翌年 (よくねん)６月 (がつ)の分 (ぶん)）を配付 (はいふ)します。紙 (かみ)での申請 (しんせい)により、期限内 (きげんない)に申請 (しんせい)してください。
※高校 (こうこう)生新 (せいしん)修学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)を申請 (しんせい)する場合 (ばあい)は、就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)（旧制度 (きゅうせいど)）と同時 (どうじ)に申請書 (しんせいしょ)を提 (てい)出 (しゅつ)してください。

＜申請 (しんせい)に必要 (ひつよう)なもの＞
　学校 (がっこう)事務室 (じむしつ)から配付 (はいふ)する申 (しん)請書 (せいしょ)に必要 (ひつよう)事項 (じこう)を記入 (きにゅう)して、「マイナンバーカード (まいなんばーかーど)の写し (うつ)等 (とう)」と一緒 (いっしょ)に学校 (がっこう)に提出 (ていしゅつ)します。
　「マイナンバーカード (まいなんばーかーど)の写し (うつ)等 (とう)」とは、次 (つぎ)の①又は②の書類 (しょるい)のことです。
1 マイナンバー (まいなんばー)が記載 (きさい)された次 (つぎ)のいずれかの書類 (しょるい)をコピー (こぴー)したもの
・マイナンバーカード (まいなんばーかーど)の裏面 (うらめん)
・マイナンバー (まいなんばー)が記載 (きさい)された住民票 (じゅうみんひょう)等 (とう)（※１）
・マイナンバー (まいなんばー)通知 (つうち)カード (かーど)（※２）
※１　マイナンバー (まいなんばー)が記載 (きさい)された住民票 (じゅうみんひょう)等 (とう)を提出 (ていしゅつ)する場合 (ばあい)は、３か月以内 (げついない)に発行 (はっこう)されたもので、保護者 (ほごしゃ)等 (とう)のマイナンバー (まいなんばー)・名前 (なまえ)・住所 (じゅうしょ)・生年 (せいねん)月日 (がっぴ)と、発行 (はっこう)した市区 (しく)町村 (ちょうそん)の公印 (こういん)・発行 (はっこう)日 (び)が確認 (かくにん)できる必要 (ひつよう)があります。
※２　マイナンバー (まいなんばー)通知 (つうち)カード (かーど)は、令和 (れいわ)２年 (ねん)５月 (がつ)25日 (にち)施行 (せこう)のデジタル (でじたる)手続法 (てつづきほう)によって廃止 (はいし)されていますが、以下 (いか)のいずれかの条件 (じょうけん)を満 (み)たしている場合 (ばあい)は使用 (しよう)できます。
　　・記載 (きさい)事項 (じこう)（名前 (なまえ)・住所 (じゅうしょ)・生年 (せいねん)月日 (がっぴ)・性別 (せいべつ)・マイナンバー (まいなんばー)）に変更 (へんこう)がない場合 (ばあい)
　　・法 (ほう)施行前 (せこうまえ)（令和 (れいわ)２年 (ねん)５月 (がつ)25日 (にち)以前 (いぜん)）に記載 (きさい)事項 (じこう)の変 (へん)更 (こう)手 (て)続 (つづ)きを行 (おこな)っている場合 (ばあい)
◎マイナンバー (まいなんばー)が確認 (かくにん)できる書類 (しょるい)をご提出 (ていしゅつ)いただき、保護者 (ほごしゃ)等 (とう)に変更 (へんこう)がない場合 (ばあい)においては、在学期 (ざいがくき)間中 (かんちゅう)の添付 (てんぷ)書類 (しょるい)の提 (てい)出 (しゅつ)を省略 (しょうりゃく)することができます。

② 生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)世帯 (せたい)の方 (かた)は、生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)証明書 (しょうめいしょ)
・生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)証明書 (しょうめいしょ)は、３か月 (げつ)以 (い)内 (ない)に発行 (はっこう)された原本 (げんぽん)が必要 (ひつよう)です。コピー (こぴー)されたものは無効 (むこう)となります。提出 (ていしゅつ)された原本 (げんぽん)は返却 (へんきゃく)しません。

※①、②のいずれの書類 (しょるい)も提出 (ていしゅつ)できない場合 (ばあい)は、お通 (かよ)いの学校 (がっこう)事務室 (じむしつ)にお問合 (といあわ)せください。
≪ご注意 (ちゅうい)ください！≫
　就学 (しゅうがく)支援 (しえん)金 (きん)の申請 (しんせい)にあたっては、収入 (しゅうにゅう)に基 (もと)づく税 (ぜい)情 (じょうほう)報 (ほう)が必要 (ひつよう)です。税 (ぜい)の申告 (しんこく)が済 (す)んでいない場合 (ばあい)は、マイナンバー (まいなんばー)の提出 (ていしゅつ)があっても審査 (しんさ)を行 (おこな)うことができません。結果 (けっか)の通知 (つうち)が遅 (おく)れる原 (げん)因 (いん)にもなりますので、必 (かなら)ず税 (ぜい)の申告 (しんこく)を行 (おこな)うようお願 (ねが)いします。






奨学 (しょうがく)のための給付 (きゅうふ)金 (きん)を受 (う)けるための手 (て)続 (つづ)き

[bookmark: _Hlk233816666][bookmark: _Hlk233293880]奨学 (しょうがく)のための給付 (きゅうふ)金 (きん)（以下 (いか)、「奨学 (しょうがく)給付 (きゅうふ)金 (きん)」といいます。）は、生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)世帯 (せたい)、保護者 (ほごしゃ)等 (とう)全員 (ぜんいん)（父母 (ふぼ)の両方 (りょうほう)）の「道府 (どうふ)県民 (けんみん)税 (ぜい)所得割 (しょとくわり)額 (がく)」と「市町村 (しちょうそん)民 (みん)税 (ぜい)所得割 (しょとくわり)額 (がく)」を合算 (がっさん)した額 (がく)（以下 (いか)、「住民税 (じゅうみんぜい)の所得割 (しょとくわり)額 (がく)」といいます。）が490万円 (まんえん)未満 (みまん)の世帯 (せたい)に、授業料 (じゅぎょうりょう)以外 (いがい)の教育 (きょういく)に関 (かん)する経費 (けいひ)に充 (あ)てるために支給 (しきゅう)されるもので、返済 (へんさい)の必要 (ひつよう)はありません。申請 (しんせい)手続 (てつづ)きは、保護者 (ほごしゃ)等 (とう)が居住 (きょじゅう)している都道府県 (とどうふけん)で、年 (ねん)に１回 (かい)、７月 (がつ)に行 (おこな)います。
※「保護者 (ほごしゃ)等 (とう)」は、次 (つぎ)の順 (じゅん)で判断 (はんだん)してください。
①生徒 (せいと)に親権者 (しんけんしゃ)がいる場合 (ばあい)は、その親権者 (しんけんしゃ)　②上記 (じょうき)①がいない場合 (ばあい)は、未成年 (みせいねん)後見人 (こうけんにん)
③上記 (じょうき)①、②がいないが、生徒 (せいと)の生計 (せいけい)を維 (い)持 (じ)している者 (もの)がいる場合 (ばあい)はその者 (もの)（主 (しゅ)たる生計 (せいけい)維持者 (いじしゃ)）　④上記 (じょうき)①～③がいない場合 (ばあい)は、生徒 (せいと)本人 (ほんにん)
支給 (しきゅう)額 (がく)（年額 (ねんがく)）は、次 (つぎ)の表 (ひょう)のとおりです。
※令和 (れいわ)８年度 (ねんど)より課税 (かぜい)区分 (くぶん)①及 (およ)び課税 (かぜい)区分 (くぶん)②が追加 (ついか)されました。
	
	生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)世帯 (せたい)
	非課税 (ひかぜい)世帯 (せたい)
	課税 (かぜい)区分 (くぶん)①
	課税 (かぜい)区分 (くぶん)②

	全日制 (ぜんにちせい)・定時制 (ていじせい)
	
32,300円 (えん)
	143,700円 (えん)
	47,900円 (えん) 
	35,930円 (えん)

	通信制 (つうしんせい)
	
	50,500円 (えん) 
	16,830円 (えん)
	12,630円 (えん)


生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)世帯 (せたい)：生業 (せいぎょう)扶助 (ふじょ)を措置 (そち)されている世帯 (せたい)、　非課税 (ひかぜい)世帯 (せたい)：住民税 (じゅうみんぜい)の所得割 (しょとくわり)額 (がく)が０円 (えん)の世帯 (せたい)
課税 (かぜい)区分 (くぶん)①：住民税 (じゅうみんぜい)の所得割 (しょとくわり)額 (がく)が１００円 (えん)以上 (いじょう)105,500円 (えん)未満 (みまん)の世帯 (せたい)、
課税 (かぜい)区分 (くぶん)②：住民税 (じゅうみんぜい)の所得割 (しょとくわり)額 (がく)が１０５，５００円 (えん)以上 (いじょう)1８２,500円 (えん)未満 (みまん)の世帯 (せたい)

申請 (しんせい)には、保護者 (ほごしゃ)等 (とう)全員 (ぜんいん)の年収 (ねんしゅう)を確認 (かくにん)する書類 (しょるい)（生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)証明書 (しょうめいしょ)、住民税 (じゅうみんぜい)の課税 (かぜい)証明書 (しょうめいしょ)または非課税 (ひかぜい)証明書 (しょうめいしょ)のいずれか）が必要 (ひつよう)です。奨学 (しょうがく)給付 (きゅうふ)金 (きん)を振 (ふ)り込 (こ)む口座 (こうざ)を確認 (かくにん)するため、通帳 (つうちょう)の写 (うつ)しも必要 (ひつよう)です。

また、通常 (つうじょう)の申請 (しんせい)に加 (くわ)えて、次 (つぎ)の２つの制度 (せいど)もございます。
1 新入生 (しんにゅうせい)への前倒 (まえだお)し給付 (きゅうふ)
新入生 (しんにゅうせい)の世帯 (せたい)で、令和 (れいわ)７年度 (ねんど)の生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)世帯 (せたい)、非課税 (ひかぜい)世帯 (せたい)、課税 (かぜい)区分 (くぶん)①、課税 (かぜい)区分 (くぶん)②に、奨学 (しょうがく)給付 (きゅうふ)金 (きん)の一部 (いちぶ)を先 (さき)に支 (し)払 (はら)います。この制度 (せいど)の申 (もう)し込 (こ)みを希 (き)望 (ぼう)する方 (かた)は、通 (つう)常 (じょう)の申 (しん)請 (せい)とは別 (べつ)に申 (もう)し込 (こ)みの手 (て)続 (つづ)きをする必 (ひつ)要 (よう)があります。
2 家計 (かけい)急変 (きゅうへん)世帯 (せたい)への支援 (しえん)
令和 (れいわ)８年度 (ねんど)が生活 (せいかつ)保護 (ほご)受給 (じゅきゅう)世帯 (せたい)、非課税 (ひかぜい)世帯 (せたい)、課税 (かぜい)区分 (くぶん)①、課税 (かぜい)区分 (くぶん)②でもない世帯 (せたい)で、今 (こ)年 (とし)になって保護者 (ほごしゃ)等 (とう)全員 (ぜんいん)の収 (しゅう)入 (にゅう)が非 (ひ)課 (か)税 (ぜい)、課税 (かぜい)区分 (くぶん)①、課税 (かぜい)区分 (くぶん)②の世帯 (せたい)相 (そう)当 (とう)にまで落 (お)ち込 (こ)んだ世 (せ)帯 (たい)に、奨 (しょう)学 (がく)給 (きゅう)付 (ふ)金 (きん)を支 (し)払 (はら)います。この制 (せい)度 (ど)の申 (もう)し込 (こ)みを希 (き)望 (ぼう)する方 (かた)は、申 (しん)請書 (せいしょ)と、次 (つぎ)の４種類 (しゅるい)の書類 (しょるい)を提出 (ていしゅつ)する必要 (ひつよう)があります。

　１．収 (しゅう)入 (にゅう)が落 (お)ち込 (こ)んだ理 (り)由 (ゆう)を証 (しょう)明 (めい)する書 (しょ)類 (るい)
２．落 (お)ち込 (こ)む前 (まえ)の収 (しゅう)入 (にゅう)を証 (しょう)明 (めい)する書 (しょ)類 (るい)として、令 (れい)和 (わ)8年 (ねん)度 (ど)の課 (か)税 (ぜい)証 (しょう)明 (めい)書 (しょ)（保護者 (ほごしゃ)等 (とう)全員分 (ぜんいんぶん)）
　３．落 (お)ち込 (こ)んだ後 (あと)の収 (しゅう)入 (にゅう)を証 (しょう)明 (めい)する書 (しょ)類 (るい)（収入 (しゅうにゅう)が落 (お)ち込 (こ)んだ保護者 (ほごしゃ)等 (とう)全員分 (ぜんいんぶん)）
　４．生徒 (せいと)の国籍 (こくせき)・在留 (ざいりゅう)資格 (しかく)がわかる書類 (しょるい)（府内 (ふない)の公立 (こうりつ)高校 (こうこう)の生徒 (せいと)の場合 (ばあい)は不要 (ふよう)です。）

お問合 (といあわ)せは、学校 (がっこう)事務室 (じむしつ)または大阪府 (おおさかふ)教育 (きょういく)庁 (ちょう)施設 (しせつ)財務課 (ざいむか)（06-694４-6913）まで


